
   明石市多数のものが利用する施設耐震診断補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 多数の者が利用する施設の耐震性を向上するために耐震診断を行う者に対

する補助金の交付については、補助金等交付規則（昭和４７年規則第６号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(１) 学校 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第 1 条に規定する学校のう

ち、大学及び高等専門学校を除いたものをいう。 

(２) 病院 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第 1 条の５第１項に規定する

病院又は同条第２項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有

するものをいう。 

(３) 福祉施設 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１９条に規

定する児童福祉施設等をいう。 

(４) 耐震診断 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方

針（平成１８年国土交通省告示第１８４号。以下「告示」という。）第３項に規

定する別添の指針及び告示附則第３項の規定により国土交通大臣が平成７年建

設省告示第２０８９号第１の指針の一部又は全部と同等以上の効力を有すると

認めた方法により、建築物の耐震性を診断することをいう。 

(５) 耐震診断者 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第１項に規定

する建築士、当該建築士が所属する同法第２３条第１項の規定に基づき都道府

県知事の登録を受けた建築事務所及び建設業法（昭和２４年法律第１００号）

第２条第３項に規定する建設業者をいう。 

（補助事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、第４条に

規定する建築物の所有者等が次の各号のいずれにも該当する建築物の耐震診断を

実施する事業とする。 

(１) 昭和５６年５月３１日以前に建築確認を得て着工したもので、建築基準法

第３条第２項の適用を受けるもの 

(２) 学校、病院又は福祉施設の用途に供するもの 

(３) 階数が３以上であり、かつ、延べ面積（建築基準法施行令第２条第１項第

４号に規定する延べ面積をいう。）が１，０００平方メートル以上のもの 



２ 建築物が建築基準法第２０条に規定する基準の適用上一の建築物であっても、

当該建築物がエキスパンションジョイントその他の相互に応力を伝えない構造方

法のみで接している複数の建築物で構成されている場合は、当該複数の建築物は

それぞれ別の建築物とみなす。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、耐震診断を行う建築物の所有者

又はその同意を得た管理者（以下「所有者等」という。）とする。 

（補助額） 

第５条 補助金の額は、予算の範囲内で、所有者等が実施する補助事業に要する費

用の３分の２以内の額で、建築物１棟につき１００万円を限度とする。 

（交付申請） 

第６条 補助を受けようとする所有者等（以下「申請者」という。）は、耐震診断者

と耐震診断に係る契約を締結する前に、補助金交付申請書（様式第１号）に、次

に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 建築物の概要を記した書類 

(２) 建築物の付近見取り図 

(３) 建築物の配置図、平面図及び立面図 

(４) 建築物の所有者が確認できる書類 

(５) 建築物の確認通知書及び検査済証 

(６) 耐震診断に要する費用の見積書 

（交付の決定等） 

第７条 市長は、前条の申請書が提出された場合は、速やかにその内容を審査し、

補助金の交付の決定をするときは補助金交付決定通知書（様式第２号）により、

交付をしないときは補助金交付不承認通知書（様式第３号）により、当該申請者

に通知するものとする。 

（事業廃止） 

第８条 前条の規定により補助金交付決定の通知を受けた申請者（以下「補助事業

者」という。）は、当該通知に係る補助事業を取り止めたときは、速やかに補助事

業廃止届出書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

（交付決定額の変更） 

第９条 補助事業者は、第７条の規定により補助金の交付の決定を通知された補助

事業の内容を変更しようとするときは、補助金変更交付申請書（様式第５号）を、

補助事業の内容の変更をする前に提出しなければならない。 



２ 市長は前項の申請があったときは、第７条の規定に準じ、交付決定額の変更の

可否を決定し、補助金変更交付決定通知書（様式第６号）により当該申請者に通

知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、当該補助事業が完了した日

の翌日から起算して１５日を経過した日又は第６条に規定する申請があった日の

属する年度の３月１０日のいずれか早い日までに、補助事業実績報告書（様式第

７号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 耐震診断に係る契約書及び領収書の写し 

(２) 耐震診断結果報告書等の写し 

(３) 補助金交付決定通知書又は補助金交付変更決定通知書の写し 

（補助金の額の決定等) 

第１１条 市長は、前条の報告書が提出されたときは、速やかにその内容を審査し、

適正と認めたときは、補助金の額を決定し、補助金確定通知書（様式第８号）に

より補助事業者に通知するものとする。 

（交付の請求) 

第１２条 前条の規定により補助金確定通知書を受けた補助事業者は、補助金の交

付を請求しようとするときは、補助金請求書（様式第９号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

(２) この要綱に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、補助金交

付決定取消通知書（様式第１０号）によりその者に通知するものとする。 

（返還） 

第１４条 市長は、前条第 1 項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合

において、当該取消しに係る補助金を既に交付しているときは、その者に対し期

限を定めて当該補助金の返還を命じるものとする。 

（補則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 



附 則（平成２０年３月２７日制定） 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

  附 則（令和３年９月２２日制定） 

この要綱は、制定の日から施行する。 

 


